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交通の地域別需要創出効果 

－全国9地域間産業連関モデルを用いて－ 

 
慶応義塾大学SFC研究所 柴田 つばさ＊ 

慶應義塾大学 小坂 弘行 
 
 

1．はじめに 
高速鉄道や高速道路，航空といった高速交通インフラの整備は，わが国の経済に大きな影響を及ぼしてきた．と

はいえ，それらの影響は，必ずしも地域経済にプラスに働くとは言えず，様々な様相を呈している．交通インフラ

整備の効果の実態を正確に把握するためには，モデルによる分析・検証が必要となってくる． 
計量経済学的な手法を用いた研究の多くは，特定の地域やプロジェクトを対象にしたものが主となり，日本全体

を網羅したものは，必ずしも充分とは言えない状況にある．また，「経済の供給面」を主眼とした供給主導型分析

が中心になっており，交通インフラの効果が人々の所得，消費に影響し，それが生産活動にどのように結びついて

いるのかと言う経済の需要側面に焦点を当てた分析は少ない． 
それらを踏まえ，本研究では，高速鉄道，高速道路，航空の 3 つの高速交通機関の代表的な路線に焦点を当て，

日本の各地域産業構造・経済構造に与える影響について，1965 年から 2000 年の全国 9 地域間産業連関モデルを

用いて時系列的に検証する．産業連関モデルは，レオンティエフを基礎とした，需要主導型であることから，消費

や所得といった需要実態の動きをミクロベースで扱い，マクロ的視点にまで吸い上げた総体的な分析を行うことが

可能となる． 
 
2．本研究のアプローチ 
交通の効果と経済モデルの変数との関係性を，ポテンシャルモデルによって示す．ポテンシャルモデルとは，グ

ラビティモデルから発達したものである．グラビティモデルは，もともと，物理学の万有引力の法則のことである

が，それを社会学に応用したことが始まりとなる．これは，空間的に位置する2地域間を対象とし，相互作用を分

析するのに用いられた．これに対して，ポテンシャルモデルは，当該地域とその周辺の複数地域から受ける全ての

影響をも考慮するモデルである．交通インフラから受ける影響は，結ばれた地域との関係でなく，周辺地域からの

影響も含めることが現実的であるので，本研究では，このポテンシャル評価によるアプローチを用いた．交通イン

フラと地域経済との関係をポテンシャルモデルを用いて分析した先行研究には，山口・石川（1997）がある．山

口・石川は，地域間の最短時間距離から，個人所得ポテンシャル，小売業ポテンシャルを定義し，また，コスト最

短時間によって製造業ポテンシャルを説明し，北関東自動車道の開通が地域経済に与える影響を分析している．ま

た，戸澤・湯沢（2005）がある．戸澤・湯沢は，群馬県前橋市の道路交通網に焦点を当て，隣接都市との最短距

離から人口・工業・商業のポテンシャルを計測し，地価との相関関係を分析したものである．これらの研究は，ポ

テンシャルモデル用いて地域構造変化の計量分析を試みたことには，大きな意義がある．だが，分析のフレームが，

マクロの流れを追うにとどまり，地域間・産業間で，具体的に，どのような相互波及効果がおきてかについての視

点は不十分であり，現実の地域経済を描写できたとは言いがたい．本研究では，ポテンシャルモデルを全国9地域

間産業連関モデルの中に適用することで，近接する複数地域から受ける潜在的な影響力，当該地域の魅力度をミク

ロレベルで詳細に扱いうことができる． 
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3．データ 
１）全国9地域間産業連関データの実質化 
本研究で用いる全国 9 地域間産業連関表は，経済産業省（調査統計部と各経済産業局）で公表されている昭和

40年（1970年）1から，最新である平成12年（2000年）2までの5隔年8時点分の表を用いる．これらのデータ

は，価格変化と数量変化が混在した名目表であり，実体経済を分析するためには，物価変動分を除去した実質表を

使用する必要がある．本研究では，独立行政法人経済産業研究所で公表されている産業連関表データ「部門別名目

生産額」と「部門別実質生産額」を使用し，1990年を基準とする産業別デフレータを作成し，1990年基準の接続

全国9地域間産業連関表を作成した．その際，産業分類・地域分類を時系列で整合性が取れるよう調整した．  
 
[表 1 地域分類]                                     [表 2 産業分類] 
地 域 都 道 府 県   産 業 区 分 
北海道  1 農林水産業 
東 北 青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島 2 鉱業 
関 東 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川・新潟・山梨・長野・静岡 

 
3 金属製造業 

中 部 富山・石川・岐阜・愛知・三重  4 機械製造業 
近 畿 福井・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山  5 その他の製造業 
中 国 鳥取・島根・岡山・広島・山口  6 建設業 
四 国 香川・高知・愛媛・徳島  7 商業・運輸業 
九 州 宮崎・長崎・佐賀・福岡・鹿児島・大分・熊本  8 その他の産業 
沖 縄     

2）賃金率データの作成 
本研究における賃金率とは，一人当たりの1年間で受け取る賃金のことである．全国9地域間産業連関データに

合致させるには，地域別産業別賃金率を作成する必要がある．地域別産業別賃金率データは，以下のようにして作

成する． 

k
j

k
jk

j L
WAGE

ratewage =_  (2.1) 

k
jratewage _ は，第ｋ地域の第ｊ産業の一人当たりの賃金率であり，

k
jWAGE は，第ｋ地域の第ｊ産業の賃金

総額である．
k
jL は，第ｋ地域の第ｊ産業の雇用者数を示している．地域別・産業別の賃金率は，第ｋ地域代第ｊ

産業の賃金総額と，第ｋ地域第ｊ産業の雇用者数によって算出される．（2.1）式の分子にあたる地域別産業別賃金

総額は，産業連関表「付加価値」の「雇用者所得」を用いることになるが，地域別産業別の雇用者数データは，他

の統計データから入手する必要がある．これは，産業連関表の作成の際に用いられている総務省統計局「事業所・

企業統計調査報告」の都道府県別の「産業（小分類）別全事業所数及び男女別従業者数」の「従業員数」を使用す

ることにした． 
「事業所・企業統計調査報告」は，1972年（昭和47年），1975年（昭和50年），1978年（昭和53年），1981

年（昭和56年），1986年（昭和61年），1991年（平成3年），1996年（平成8年），2001年（平成13年）であ

る．公表されている年を見ると分かるように，「事業所・企業統計調査報告」は，本研究で使用する全国 9 地域間

産業連関データの時点に合致していない．この問題を解決するために，存在しているデータから，按分（外分点・

内分点）を取ることで，本研究の対象年のデータを算出した．「事業所・企業統計調査報告」の地域別産業別「従

業員者数」データと全国9地域間産業連関の付加価値ブロックの地域別産業別「雇用者所得」データとの二つのデ

ータから，賃金率を作成した． 

                                                  
11975年のデータは，経済産業省経済産業政策局小柴真氏から提供していただいた．小柴氏には大変感謝している． 

2新井園枝氏（経済産業省），尾形正之氏（経済産業省）によって作成された「平成12 年試算地域間産業連関表」に基づいている． 
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3） 交通効果の計測 
本研究では，高速交通機関である高速鉄道，高速道路，航空の3つの各高速交通機関の中で代表的な路線を研究

対象にし，それらの直接的効果を示す指数を独自に考案した．具体的には，全国9地域間産業連関の地域区分に応

じて，区分ごとに代表地点を1箇所ずつ，選択した．代表地点は，北海道は札幌，東北は仙台，関東は東京，中部

は名古屋，近畿は大阪，中国は広島，四国は高松（松山），九州は博多，沖縄は那覇と9つ設定した． 
評価の基準は，(1)目的地への所要時間，(2)交通インフラを利用することで発生する料金負担，の二つとし，(1)

については，時間が短縮されたことをより現実的に表現するためにも，時間価値の概念を導入した．その計測方法

としては，労働の機会費用を考慮し，目的地まで早く到着できることによって節約された時間を，労働に使用した

場合に，どれだけの所得を稼得できるかを，当時の時間あたりの賃金率を所要時間に乗じて時間を金額換算した．

定式は以下のようになる． 

 
[図 1 全国9地域産業連関データの地域区分と各地域の代表地点] 

 
高速鉄道の交通効果の評価指数 
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hk
trnT は，高速鉄道で第h地域から第k地域へ移動した時の交通効果の評価指数である． timezairai

te _
1

0
は，基準年

である1965 年の在来線利用時の所要時間価値， tzairai
te cos_

1

0
は，在来線利用時の費用を示し， timetrn

tm
e _

1

は，比較年

である1966年から2000年の各年における高速鉄道利用時の所要時間価値， ttrn
tm

e cos_
1

は，高速鉄道利用時の費用

を示す． 
研究対象期間である 1965 年の一般交通機関である在来線利用時の効果を基準として，1965 年以後の高速鉄道

の導入による効果を比較することになる．技術や時刻表が整備され，費用と時間との両パフォーマンスが1965年

時よりも改善されれば，1以上になり，悪化すれば1以下になる． 
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 [表3 代表地点間移動に利用する在来線と高速鉄道3]    
区 間 在 来 線 高速鉄道 

札幌 
仙台 

⇔ 
⇔ 

仙台 
東京 

函館本線，東北本線 
東北本線 

函館本線，東北新幹線 
東北新幹線 

東京 ⇔ 名古屋 東海道本線 東海道新幹線 
名古屋 ⇔ 大阪 東海道本線 東海道新幹線 
大阪 ⇔ 広島 山陽本線 山陽新幹線 
本州 ⇔ 松山 山陽本線，  山陽新幹線 
広島 ⇔ 博多 山陽本線 山陽新幹線 

 
高速道路の交通効果の評価指数 
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hk
highT は，高速道路で第h地域から第k地域へ移動した時の交通効果の評価指数である． timeway

te _
1

0
は，基準年

の1965年の一般道利用時の所要時間価値， tway
te cos_

1

0
は，般道利用時の費用を示す． timehighwy

tm
e _

1

は，比較年である

1966年から2000年までの毎年の高速道路利用時の所要時間価値， thighway
tm

e cos_
1

は，高速道路利用時の費用を示す． 

代表地点間を移動する際に，使用する具体的な一般道路と高速道路は，表 4 になる．35 年間の各年における高

速道路の開通状況を調べあげ，部分的に開通していない箇所も忠実に反映し指数を作成した．  
 

 [表4 代表地点間移動に利用する一般道路と高速道路4] 
区 間 一 般 道 高 速 道 路 

仙台 ⇔ 東京 国道4号線 東北自動車道 
東京 ⇔ 名古屋 国道1号線 東名高速自動車道 
名古屋 ⇔ 大阪 国道2号線 名神高速自動車道 
大阪 ⇔ 広島 国道2号線 山陽高速自動車道 
本州 ⇔ 松山 国道2号線， 本州四国連絡高速道路 
広島 ⇔ 福岡 国道2号線・3号線 山陽高速自動車道・中国自動車道・九州高速自動車道 

 
航空の交通効果の評価指数 
航空の交通効果においても，基本的には上記の高速鉄道と高速道路と同様の扱いをするが，唯一異なるのが，航空

には「在来線と高速鉄道」「一般道路と高速道路」と言った「一般交通機関」「高速交通機関」という振り分けが無

いことである．よって，航空に限っては，研究対象期間である1965年当時の航空利用時の所要時間価値と料金を

基準にしている．  
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3鉄道の路線，ダイヤ，速度，料金等の情報は，日本交通公社，現JTB出版の時刻表を1965年から2000年までの35年分の参考にした． 
4高速道路の開通状況，料金に関する情報は，道路整備促進期成同盟会全国協議会編集の「道路時刻表」，全国高速道路建設協議会出版の「高速道

路便覧」，交通新聞社編集「交通年鑑」，国土交通省社会資本整備審議会道路分科会有料道路部会資料などを参考にした 
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hk
airT は，航空で第h地域から第k地域へ移動した時の交通効果の評価指数である． timeair

te _
1

0
は，基準年1965年

の航空利用時の所要時間価値， tair
te cos_

1

0
は，航空利用時の費用を示す． timeair

tm
e _

1

は，比較年1966 年から2000

年までの毎年の航空利用時の所要時間価値， tair
tm

e cos_
1

は，航空利用時の費用を示している． 

 
[表5 代表地点間移動に利用する航空5] 

発 着 地 点 空 港 
札幌 千歳空港 
仙台 仙台空港 
東京 羽田空港 
大阪 伊丹空港 
広島 広島空港・ 

高松（松山） 高松空港・松山空港 
博多 博多空港 
沖縄 那覇空港 

 
交通機関の代替性を考慮した評価指数 
以上の(3.1)(3.2)(3.3)式は，各交通機関の利便性を独立に評価した指数であった．しかし，現実には，各々の交通

機関には，相互に，代替性が存在する．ある交通機関に需要が集中すれば，それに伴って，他の交通機関利用者か

らのシフトが起きる．そうした交通機関利用の代替性を以下のように定式化した． 
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3つの交通機関の評価指数のうち，一つの指数が上がれば，他が下がる仕組みとなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
5航空に関する情報も，鉄道と同じJTB時刻表を参考にした． 
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４．多部門経済モデル 
本研究の全国9地域間産業連関モデルは，チェネリー・モーゼス型モデルに従って展開している．全国9地域間

地域間産業連関表がr地域，各地域についてn産業から構成されているとし，モデルを展開する． 
 
投入係数 
投入係数とは，ある産業が1単位の生産をするのに必要な原材料の投入量を示す．本研究では，国内の産業の生産

技術が，地域間で異なると考えるのは非現実的と考え，生産技術は各地域において共通とし，地域の区別をなくし

た投入係数を使用することにした． 

j

r

k

r

h

hk
ij

ij XXR

xvr
axr

∑∑
= == 1 1  (4.1) 

ijaxr は，第 j産業の生産1単位に必要な第 i産業生産物を表す．
hk

ijxvr は，第h産業の第 i産業から第k地域の

第ｊ産業への中間取引， jXXR は，第ｊ産業の総生産を表す．(4.1)式に従えば，全体の投入係数は，以下になる． 
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中間財交易係数の決定 
交易係数は，一般に，次のように定義される． 
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交易係数
hk

imxr は，第 i財の第ｋ地域での購入した財のうち，第ｈ地域から来た財の割合で示されている．
k

iF は，

最終需要ブロックを表し，民間消費，家計外消費，政府一般消費支出，総固定資本形成，在庫純増，輸出，輸入の

最終需要項目を総計したものである．本研究では，中間財の交易と最終財の交易を峻別して考え，中間財の交易係

数のみ使用する．中間財の交易係数は，以下のように定義される． 
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ここで，本研究では，交通インフラの発達が，地域の交易に影響与えているという現状を明示するため，中間財の

交易係数を，内生化する．定式は以下のようになる．  
hk
highihk

high
k
i

hk
i Tmxr ,)( ββ=  (4.5) 

hk
highT は，第ｈ地域と第ｋ地域間の移動において，高速道路を利用した際の利便性を示している．国内物流は，ト

ラック等の道路輸送が主であることを考慮し，ここでは，高速道路の指数のみで説明をしている． 
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消費の決定 
本モデルでは，日本の経済における最終部門への影響の重要性を考え，最終需要ブロックのうち，民間消費のみを

内生化する． 
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llk
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hk
highi

c

Sl

llk
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hk
trni

c

k

i
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i p

WAGETT

p

WAGETT

p
WAGECPR

i
loglogloglog ,, βββα              

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜

⎝

⎛
+

∑
∈

c

i
i

c

Sl

llk
air

hk
airi p

p
p

WAGETT
loglog, γβ  (4.6) 

hk
iCPR は，第h地域第i産業の生産物に対する第k地域の民間消費， hWAGE は，第ｈ地域賃金， ip は，第i

費目の価格， cp は，マクロの消費者物価指数を示す．第3，４，５項の
lk

air
lk

high
lk

trn TTTTTT ,, は，代替性を考慮し

た交通評価指数である．この決定式は，第h地域の周辺地域と当該地域との関係が示されており，ポテンシャル化

されている．高速交通機関で結ばれている周辺地域の所得状況が，当該地域の消費にも影響を与えるメカニズムに

なっている．なお，周辺地域l の定義は，表6のようになる． 

 [表 6 隣接地域の定義] 
 隣 接 地 域 の 定 義 

基 点 高速鉄道 高速道路 航空 
北海道 東北 ― 関東・中部・近畿・中国・四国・九州・沖縄 
東 北 北海道 ― 関東・中部・近畿・中国・四国・九州・沖縄 
関 東 東北・中部 東北・中部 北海道・東北・四国・九州・沖縄 
中 部 関東・近畿 関東・近畿 北海道・東北・四国・九州・沖縄 
近 畿 中部・中国 中国・中部 北海道・東北・沖縄 
中 国 近畿・四国・九州 近畿・四国・九州 北海道・東北・沖縄 
四 国 近畿・中国・九州 近畿・中国・九州 北海道・東北・関東・沖縄 
九 州 中国 中国 北海道・東北・関東・沖縄 
沖 縄 ― ― 沖縄以外の全地域 

 
配分シェア 
(4,4)式の交易係数は，次のように書き換えることができる． 

k
ij

hk
i

hk
ij XXRmxrxvr =  (4.7) 

これは，交易係数を総生産に対する配分シェアと見ることができる．また，投入係数の定義式を書き換えると，生

産物必要量を算出することができる． 

k
jij

k
ij XXRaxrXXR =  (4.8) 

地域・産業別生産の決定 
第h地域，第 i産業の総生産は，全国9地域間産業連関表の需要構造から，次のように決定される．  

h
i

h
i

r

k

n

j

hk
ij XXRFxvr =+∑∑

= =1 1
 (4.9) 

(4.9)式を，交易係数による総生産配分シェアの(4.7) 式と，投入係数による(4.8)式で書き換えると，以下のように

書き直すことができる． 
h
i

h
i

r

k

n

j

k
jij

hk
i XXRFXXRaxrmxr =+∑∑

= =1 1
 (4.10) 
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以上の需給構造でモデル展開する． 
 
産業別価格の決定 

産業別価格は，投入された原材料・労働等の生産要素の費用構成によって決定される．これは，産業連関表の縦の

構造を意味している．  
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k
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k
j

jjj XXR

xvr

XXR

WAGE
p γβα  (4.11) 

 
雇用の決定 

( )
k

airhighttrn

Sl

lk
air

Sl

lk
high

Sl

lk
trn

k
j

k
j TTTTTTXXRL

,,δ
β

β ⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
= ∑∑∑

∈∈∈

 (4.12) 

k
jL は，第ｋ地域の第 j 産業の総雇用者数，第ｋ地域第 j 産業の雇用者数は，第k 地域が周辺の複数地域からアク

セスのしやすさで説明できるとしている．隣接地域は，所得のポテンシャル同様であり，表6のように定義してい

る． 
賃金率の決定 

k
j

k
j

k
jk

j
k
j L

XXR
ratewage

ξ

β ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
=_  (4.13) 

k
jratewage _ は，第ｋ地域の第 j産業の1人当たりの賃金率を示している．賃金率は，地域別・産業別の就業者

の一人当たりの産出量，つまり，労働生産性で説明されると仮定した． 
 
以上が多部門モデルの全容となる．変数間の関係を示すフローチャートは以下のようになる． 

 
[図 2．モデルのフローチャート] 
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